
　教育委員会は、教育行政の政治的中立性や継続性・安定性を確保するとともに、保護者や地域住民の

多様な意向を的確に反映した教育行政を推進することを使命としており、教育長とレイマン（一般人）

である非常勤の教育委員の合議制により基本方針を決定し、それを教育行政の専門家である教育長が事

務局を指揮監督して執行するという「レイマンコントロール」の仕組みにより、専門家の判断によらな

い、広く住民の意向を反映した教育行政を展開していく責任を有している。

　熊本市教育委員会は教育長と５名の委員により構成し、教育委員会会議の他に、所管事項についての

調査、研究等を行う教育委員協議会、学校・園における研究発表会等への参加やあいさつ運動、現地視

察等の活動を行っている。また教育委員会として広範な見識を深めるために、他都市視察や研修会への

参加等の活動を行っている。さらに、教育委員会が地域に出向き、直接、保護者や地域の方々と子ども

の教育について意見を交換する「タウンミーティング」や、学校を訪問し、教職員と学校教育について

懇談する「スクールミーティング」も実施している。

職　　名 氏　　名 就　任　年　月　日

教　育　長 遠藤　洋路
平成29年 4月 1日

現任期 平成29年 4月 1日 ～ 平成30年12月14日

委　　　員 森　德和
平成19年 9月26日

現任期 平成29年 9月26日 ～ 平成31年 9月25日

委　　　員 泉　薫子
平成22年 4月 1日

現任期 平成26年 4月 1日 ～ 平成30年 3月31日

委　　　員 出川　聖尚子
平成27年 9月26日

現任期 平成27年 9月26日 ～ 平成31年 9月25日

委　　　員 小屋松　徹彦
平成28年10月 2日

現任期 平成28年10月 2日 ～ 平成32年10月 1日

委　　　員 西山　忠男
平成28年10月 2日

現任期 平成28年10月 2日 ～ 平成32年10月 1日

■総合教育会議

　地方教育行政の組織及び運営関する法律の一部を改正する法律が平成２７年４月１日に施行したこ

とに伴い、市長と教育委員会が教育行政の大綱や重点的に講ずべき施策について協議及び調整を行う

場として「総合教育会議」が設置された。平成２７年度は４回の会議を開催し、本市の教育に関する

課題や教育大綱の策定について、協議を行った。平成２８年度は、熊本地震の発災を経て、震災後の

学校施設の防災機能の強化や災害時の地域・学校・行政の連携のあり方等に関して協議を行った。

　平成２９年度は、教育振興基本計画の進捗状況等についての議題で、８月に実施した。

第１章　教育行財政
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　教育委員会では、広く住民の意向を反映した教育行政を展開するために、平成２４年度から、「タウ

ンミーティング」や「スクールミーティング」を開催している。

　■タウンミーティング

　　教育委員が地域へ出向き、直接保護者や地域の方々と、教育に対する意見を交換する。

回 実施日 会　場 行政区 参加者数

1 平成24年 8月10日（金） 託麻公民館ホール 東区 73人

2 平成24年11月19日（月） 北区役所会議室 北区 39人

3 平成25年 2月 7日（木） 富合公民館ホール 南区 41人

4 平成25年 4月26日（金） 西部公民館ホール 西区 41人

5 平成25年 8月 8日（木） 大江公民館ホール 中央区 42人

6 平成25年10月28日（月） 東部公民館ホール 東区 50人

7 平成26年 1月27日（月） 龍田公民館ホール 北区 38人

8 平成26年 2月14日（金） 幸田公民館ホール 南区 48人

9 平成26年 5月23日（金） 花園公民館ホール 西区 65人

10 平成26年10月22日（水） 中央公民館ホール 中央区 30人

11 平成26年11月19日（水） 秋津公民館ホール 東区 29人

12 平成27年 1月20日（火） 清水公民館ホール 北区 31人

13 平成27年 3月17日（火） 飽田公民館ホール 西区 12人

14 平成27年 5月22日（金） 北部公民館会議室 北区 22人

15 平成27年10月27日（金） 河内公民館多目的ホール 西区 26人

16 平成27年11月11日（金） 城南公民館学習室 南区 25人

17 平成28年 1月22日（金） 南部公民館大ホール 南区 46人

18 平成28年 2月12日（金） 託麻公民館ホール 東区 47人

19 平成29年 2月 8日（水） 天明公民館Ａ会議室 南区 33人

20 平成29年 8月23日（水） 秋津公民館大ホール 東区 39人

21 平成29年10月18日（水） 城南公民館学習室 南区 29人

22 平成29年11月15日（水） 龍田公民館ホール 北区 52人

■スクールミーティング

　教育委員が学校を訪問し、教職員と意見交換を行う。（平成２４年度は学校単位で実施し、ＰＴＡ役員、

学校評議員及び校長・教頭が参加。平成２５年度からは、中学校区単位での実施に変更。）平成２９年

度からは学校訪問の回数を増加したことから、本事業については廃止とした。

回 実施日 会　場 対象校 行政区 参加者数

1 平成24年 7月 4日（水） 池田小学校 池田小 西区 12人

2 平成24年11月16日（月） 西原中学校 西原中 東区  9人

3 平成25年 1月18日（金） 日吉東小学校 日吉東小 南区 12人

4 平成25年 7月24日（水） 江原中学校 江原中、本荘小、春竹小 中央区 21人

5 平成25年 8月 7日（水） 武蔵中学校 武蔵中、武蔵小、弓削小 北区 19人

6 平成25年11月14日（木） 田迎西小学校
託麻中、御幸小、田迎小、
田迎南小、田迎西小

南区 17人

7 平成26年 1月21日（火） 三和中学校
三和中、高橋小、池上小、
城山小

西区 18人

8 平成26年 2月18日（火） 東野中学校
東野中、秋津小、泉ヶ丘
小、若葉小

東区 18人
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9 平成26年11月13日（木） 五霊中学校
五霊中、植木小、山本小、
山東小

北区 12人

10 平成27年 1月16日（金） 白川中学校
白川中、白川小、大江小、
白山小

中央区 14人

11 平成27年 2月 2日（月） 力合西小学校 力合中、力合小、力合西小 南区 14人

12 平成27年11月 2日（月） 井芹中学校 井芹中、花園小、池田小 西区 14人

13 平成28年 2月 1日（月） 錦ヶ丘中学校
錦ヶ丘中、尾ノ上小、月出
小、山ノ内小

東区 14人

14 平成29年 1月26日（木） 龍田西小学校 龍田中、龍田小、龍田西小 北区 11人

◆第一章　教育行財政
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　「まちづくり ｣は、「人づくり」です。

　本市は、豊かな自然に恵まれた環境と都市の利便性が調和した大変暮らしやすい都市であり、私たちは、

このまちの様々な魅力を先人たちから引き継いできました。中でも、教育については、積極的に「人づく

り」に取り組み、わが国の発展に大きく寄与してきた歴史があります。これらの歴史に鑑み、本市が「教

育先進都市」として発展できるよう、次代を担う人材の育成にかかる施策を力強く推進していかなければ

なりません。

熊本市教育振興基本計画（平成28～31年度）の構成

1　策定の背景 5　施策の基本方針 6　重点的取組

7　計画の推進に向けて

平成28年3月、教育基本法第17条
第2項の規定に基づく「教育の振興
のための施策に関する基本的な計
画」として、教育の目標や方向性
を定めた、本市教育振興基本計画
を策定した。

人として大切な、豊かな心が 育まれてこそ、知識や
健やかな体が生かされると考 え、本市の特色とし
て、徳・知・体の調和のとれ た人づくりを目指す。 ○豊かな人間性や人権感覚など子どもたちの心を育むため、国に先駆け、平成29年

度から道徳の教科化に向けた授業を実施する。
○いじめや不登校のほか、保護者や子どもたちの相談体制の充実のため、スクールカ
ウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどを充実させる。

○少人数学級や少人数指導など、子どもたちの実態や個に応じたきめ細かな指導の充
実を図る。
○英語教育の推進リーダーとなる教員の養成や、小学校における重点的な英語教育を
推進する。

教員が子どもと向き合い、い じめや不登校の未然防
止に努め、早期発見・早期対 応を図るとともに、特
別な支援を必要とする子ども 一人ひとりの将来の自
立と社会参加に向けた学びの 充実を図る。

子どもたちが学校だけでなく 登下校時や放課後にお
いても、安全で良好な教育環 境の中で過ごすことが
できるような取組を推進す る。

子どもたちが、将来にわたっ て心身ともに豊かな生
活が送れるよう、それぞれの 教育的ニーズに応じた
場で適切な指導や支援を行う とともに、児童虐待な
どに迅速かつ的確に対応でき る取組を推進する。

市民が生きがいのある心豊か な生活を送れるよう、
各ライフステージの特徴に応 じた学習機会の充実と
その成果を地域に活かすこと ができる環境を整備す
る。また、親子の育ちの学習 機会を充実させ、市民
協働による家庭教育支援を強 化する。

歴史的文化遺産の適切な保 存・活用とともに、伝
統文化の継承や後継者育成へ の支援、新たな文化の
創造やエンターテインメント などに触れ合う機会の
拡充を図る。

誰もが健康で、生涯にわたり スポーツに親しみ、豊
かなスポーツライフにつなげ ることができるような
取組を推進する。

（1）徳・知・体の調和の
とれた教育の推進

（1）いのちを大切にする心の教育の充実と、いじめや不登校
　　　への細やかな対応

（2）確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進

○保護者からの相談に対し専門的な助言や必要な支援を行う「学校教育コンシェル
ジュ（仮称）」を配置する。
○子どもたちの状況を改善するため、家庭、学校、医療や福祉などの関係機関をつな
ぐスクールソーシャルワーカーの充実を図る。
○地域の指導者育成や社会体育との連携による小学校における運動部活動の見直しを
実施する。

（3）教員が子どもと向き合うための体制の整備

○校舎、体育館、トイレ等の計画的な改修や、普通教室へのエアコン設置による快適
な学習環境の整備を推進する。
○通学路の点検や整備、保護者や地域住民が連携して取り組む交通安全確保など、地
域ぐるみで子どもたちの安全を守る環境を整備する。

市長と教育委員会が連携を強化し、教育行政の進むべき方向性を共有するとともに、
本市のまちづくりの指針である「第7次総合計画」との整合性を図りながら、進捗管
理をしていく。

（4）学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進

（2）子ども一人ひとり
を大切にする教育
の推進

（3）安全で良好な教育
環境の整備

（4）学校教育と福祉の
連携の推進

（5）生涯を通して学び、
その成果を地域に
活かすことができ
る環境の整備

（6）豊かな市民生活を
楽しむための文化
の振興

（7）生涯を通して健康
に過ごすためのス
ポーツの振興

今後、本市が取り組んでいくべき方向性を定めた「第7次熊本市総合 計画」に基づき、教
育、文化及びスポーツに関する分野について7つの方針を定める。

児童生徒、教職員、保護者、学校評議員等へのアンケート調査や教員及びPTAとの懇談会
での意見をもとに4つの重点的取組を定める。

2　計画の位置付け

本市市政運営の基本方針である
「熊本市総合計画」に基づいた
「熊本市教育大綱」をもって、本
市の教育振興基本計画に代えるこ
ととする。

熊本市が教育先進都市として発展
するため、子どもたちの「徳・
知・体の調和のとれた人づくり」
を基本理念に、生涯を通した学
習、文化芸術やスポーツの振興を
目指し、それらを取り巻く課題解
決に向け社会全体で取り組む。

3　計画期間

4　基本理念

平成28年度から平成31年度まで
（4年間）
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　基本理念の実現を目指し、平成２８年３月、「熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）」を策定

しました。本計画においては、平成３１年度までの４年間の計画期間において、７つの基本方針を定め、

さらに４つの項目について重点的に取り組むこととしています。

　一方、本市を取り巻く環境は、少子化、核家族化、都市化や、地域のつながりの希薄化などにより大き

く変化しており、本市は、このような社会環境の変化に適切に対応し、子どもたち一人ひとりが、その将

来に夢や希望を抱き、十分にその能力を発揮できる環境を整え、未来へと羽ばたくことができるよう、豊

かな人間性と確かな学力、健やかな体を備えた、次代を担う人づくりに全力で取り組みます。

　このために、家庭や学校はもちろんのこと、地域や行政のほか「人づくり」に携わるあらゆる関係機関

が連携し、人と人との絆を大切にしながら、それぞれの課題の解決に向け社会全体で取り組む「教育都市

くまもと」の実現を目指します。

熊本市教育振興基本計画（平成28～31年度）の構成

1　策定の背景 5　施策の基本方針 6　重点的取組

7　計画の推進に向けて

平成28年3月、教育基本法第17条
第2項の規定に基づく「教育の振興
のための施策に関する基本的な計
画」として、教育の目標や方向性
を定めた、本市教育振興基本計画
を策定した。

人として大切な、豊かな心が 育まれてこそ、知識や
健やかな体が生かされると考 え、本市の特色とし
て、徳・知・体の調和のとれ た人づくりを目指す。 ○豊かな人間性や人権感覚など子どもたちの心を育むため、国に先駆け、平成29年

度から道徳の教科化に向けた授業を実施する。
○いじめや不登校のほか、保護者や子どもたちの相談体制の充実のため、スクールカ
ウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどを充実させる。

○少人数学級や少人数指導など、子どもたちの実態や個に応じたきめ細かな指導の充
実を図る。
○英語教育の推進リーダーとなる教員の養成や、小学校における重点的な英語教育を
推進する。

教員が子どもと向き合い、い じめや不登校の未然防
止に努め、早期発見・早期対 応を図るとともに、特
別な支援を必要とする子ども 一人ひとりの将来の自
立と社会参加に向けた学びの 充実を図る。

子どもたちが学校だけでなく 登下校時や放課後にお
いても、安全で良好な教育環 境の中で過ごすことが
できるような取組を推進す る。

子どもたちが、将来にわたっ て心身ともに豊かな生
活が送れるよう、それぞれの 教育的ニーズに応じた
場で適切な指導や支援を行う とともに、児童虐待な
どに迅速かつ的確に対応でき る取組を推進する。

市民が生きがいのある心豊か な生活を送れるよう、
各ライフステージの特徴に応 じた学習機会の充実と
その成果を地域に活かすこと ができる環境を整備す
る。また、親子の育ちの学習 機会を充実させ、市民
協働による家庭教育支援を強 化する。

歴史的文化遺産の適切な保 存・活用とともに、伝
統文化の継承や後継者育成へ の支援、新たな文化の
創造やエンターテインメント などに触れ合う機会の
拡充を図る。

誰もが健康で、生涯にわたり スポーツに親しみ、豊
かなスポーツライフにつなげ ることができるような
取組を推進する。

（1）徳・知・体の調和の
とれた教育の推進

（1）いのちを大切にする心の教育の充実と、いじめや不登校
　　　への細やかな対応

（2）確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進

○保護者からの相談に対し専門的な助言や必要な支援を行う「学校教育コンシェル
ジュ（仮称）」を配置する。
○子どもたちの状況を改善するため、家庭、学校、医療や福祉などの関係機関をつな
ぐスクールソーシャルワーカーの充実を図る。
○地域の指導者育成や社会体育との連携による小学校における運動部活動の見直しを
実施する。

（3）教員が子どもと向き合うための体制の整備

○校舎、体育館、トイレ等の計画的な改修や、普通教室へのエアコン設置による快適
な学習環境の整備を推進する。
○通学路の点検や整備、保護者や地域住民が連携して取り組む交通安全確保など、地
域ぐるみで子どもたちの安全を守る環境を整備する。

市長と教育委員会が連携を強化し、教育行政の進むべき方向性を共有するとともに、
本市のまちづくりの指針である「第7次総合計画」との整合性を図りながら、進捗管
理をしていく。

（4）学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進

（2）子ども一人ひとり
を大切にする教育
の推進

（3）安全で良好な教育
環境の整備

（4）学校教育と福祉の
連携の推進

（5）生涯を通して学び、
その成果を地域に
活かすことができ
る環境の整備

（6）豊かな市民生活を
楽しむための文化
の振興

（7）生涯を通して健康
に過ごすためのス
ポーツの振興

今後、本市が取り組んでいくべき方向性を定めた「第7次熊本市総合 計画」に基づき、教
育、文化及びスポーツに関する分野について7つの方針を定める。

児童生徒、教職員、保護者、学校評議員等へのアンケート調査や教員及びPTAとの懇談会
での意見をもとに4つの重点的取組を定める。

2　計画の位置付け

本市市政運営の基本方針である
「熊本市総合計画」に基づいた
「熊本市教育大綱」をもって、本
市の教育振興基本計画に代えるこ
ととする。

熊本市が教育先進都市として発展
するため、子どもたちの「徳・
知・体の調和のとれた人づくり」
を基本理念に、生涯を通した学
習、文化芸術やスポーツの振興を
目指し、それらを取り巻く課題解
決に向け社会全体で取り組む。

3　計画期間

4　基本理念

平成28年度から平成31年度まで
（4年間）

◆第一章　教育行財政
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（１）熊本市教育委員会組織　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年４月１日現在
16

19

７　組織及び事務分掌
（１）熊本市教育委員会組織

教

育

委

員

会

平成２９年４月１日現在

　（※補助執行）

総務班

調整班
公 民 館 19 館

企画班

学 務 課 管理班

施 設 課

教 育 政 策 課

企画班

任用班

とみあい図書館

教 職 員 課 人事班

総務班

　（※補助執行）

総合サービス班

図書資料管理班

学務班
学校経理班

管理班

植木図書館

設備班

建築第一班

土木班

金峰山少年自然の家

管理班
育成班
計画班

計画班

建築第二班

保健体育班

教育振興班

学芸班

総 合 支 援 課 学校サポート班

教育評価班
高校教育班

管理班

指 導 課

制度班
給与班

教

育

長

研修研究班

教育課程班

教育相談室（室）

給食管理班

管理班

給食施設班

管理班

健 康 教 育 課

教

育

次

長

市 立 図 書 館

学

校

教

育

部

教 育 セ ン タ ー

）　（

熊 本 博 物 館

教

育

総

務

部

青  少　年　教　育　課

小学校92校 中学校42校　高等学校2校
専修学校１校　特別支援学校１校

は教育機関

管理班

幼稚園8園

学校給食共同調理場14場

人 権 教 育 指 導 室

特別支援教育室（室）

◆第一章　教育行財政

 １　 　　　　　　　　　　　　　　　6 組織及び事務分掌

－14－ －15－



（２）熊本市教育委員会事務分掌	 	 	
　■教育総務部

(1) 事務局内の政策その他重要事項の総合的調整に関すること。

(2) 事務局内事務及び部内事務の連絡調整に関すること。

(3) 教育委員会会議に関すること。

(4) 教育行政に係る総合的企画及び調整に関すること。

(5) 公告式及び令達に関すること。

(6) 教育予算の総括調整に関すること。

(7) 組織管理及び事務管理に関すること。

(8) 公印の管理に関すること。

(9) 文書の収発及び管理に関すること。

(10)職員の人事、服務及び給与に関すること（他課の所管に属するものを除く。）

(11)職員定数の管理に関すること（他課の所管に属するものを除く。）。

(12)国際交流の調整に関すること。

(13)広報及び教育行政に関する相談に関すること。

(14)調査及び統計に関すること（他の課又は室の所管に属するものを除く。）

(15)社会教育及び文化財保護の総括調整に関すること。

(16)ユネスコに関すること。

(17)教育委員会指定管理者候補者選定委員会に関すること。

(18)熊本市立古町幼稚園引受法人選考委員会に関すること。

(19)熊本市立熊本五福幼稚園引受法人選考委員会に関すること。

(1) 生涯学習支援に関すること。

(2) 公民館の管理及び運営に関すること。

(3) 公民館の使用許可に関すること。

(4) 公民館の事業の企画及び実施に関すること。

(5) 地域公民館との連絡調整に関すること。

(6) 五福小学校プールの管理及び運営に関すること。（五福公民館に限る。）

(1) 学校の設置及び廃止に関すること。

(2) 児童及び生徒の就学に関すること（他の室の所管に属するものを除く。）。

(3) 通学区域に関すること。

(4) 学校の用に供する物品の調達に関すること。

(1) 学校施設の設置、管理及び廃止に関すること。

(2) 学校施設の営繕保全の計画及び実施に関すること。

(3) 学校施設台帳に関すること。

(4) 学校用地に関すること。

(1) 青少年教育に関すること。

(2) 青少年の指導及び育成に関すること（他課の所管に属するものを除く。）。

(3) 家庭教育に関すること。

(4) 金峰山少年自然の家に関すること。

(5) 熊本市立野外教育施設運営協議会に関すること。

【補助執行】

① 熊本市放課後子ども総合プラン運営推進委員会に関すること。

(1) 金峰山少年自然の家の管理及び運営に関すること。

(2) 金峰山少年自然の家の使用許可に関すること。

(3) 金峰山少年自然の家の事業の企画及び実施に関すること。

(1) 図書、記録、郷土資料、地方行政資料、刊行物その他必要な資料の収集、整理、保存及び廃棄

に関すること。

(2) 図書館サービスに関すること。

(3) 図書館事業の企画及び実施に関すること。

(4) 移動図書館に関すること。

(5) 図書館協議会に関すること。

(6) 分館及びくまもと森都心プラザの図書館に関すること。

(7) 学校その他の教育機関との連携に関すること。

(8) 図書館の施設、設備等の維持管理に関すること。

(9) 図書館の設置及び廃止に関すること。

(1) 図書、記録、郷土資料、地方行政資料、刊行物その他必要な資料の収集、整理、保存及び廃棄

に関すること。

(2) 図書館サービスに関すること。

(3) 図書館事業の企画及び実施に関すること。

(4) 移動図書館に関すること。

(1) 図書、記録、郷土資料、地方行政資料、刊行物その他必要な資料の収集、整理、保存及び廃棄

に関すること。

(2) 図書館サービスに関すること。

(3) 図書館事業の企画及び実施に関すること。

教育政策課

施　設　課

とみあい図書館
【補助執行】

学　務　課

公　民　館
【補助執行】

熊本市教育委員会事務分掌

市立図書館

青少年教育課

■教育総務部

金峰山少年
自然の家

植木図書館
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(1) 博物館資料の収集、保管及び展示に関すること。

(2) 博物館資料の調査研究に関すること。

(3) 博物館資料に関する研究報告その他の資料の作成及び頒布に関すること。

(4) 学校その他社会教育機関等の行う教育、研究等の支援に関すること。

(5) 博物館事業の企画及び実施に関すること。

(6) 博物館協議会に関すること。

(7) 分館及び塚原歴史民俗資料館に関すること。

(8) 博物館の施設、設備等の維持管理に関すること。

(9) 博物館の設置及び廃止に関すること。

(1) 部内事務の連絡調整に関すること。

(2) 学校経営の管理に関すること。

(3) 教職員（教育職員及び学校栄養職員並びに小学校、中学校及び特別支援学校の事務職員をいう。

以下この項において同じ。）の人事、服務及び給与に関すること。

(4) 教職員定数の管理に関すること。

(5) 学校の学級編制に関すること。

(6) 教職員の採用及び昇任の選考に関すること。

(7) 教職員（栄養教諭及び学校栄養職員を除く。）の研修の総括調整に関すること。

(1) 学校の生徒指導に関すること。

(2) 教職員及び児童生徒の指導・支援に関すること。

(3) 教育相談室（室）に関すること。

(4) 特別支援教育室（室）に関すること。

(5) 熊本市いじめ防止等対策委員会に関すること。

(1) 学校教育に係る相談及び支援に関すること。

(1) 障がいのある児童及び生徒の就学に関すること。

(2) 特別支援教育の専門的事項の指導に関すること。

(3) 特別支援教育に関わる教職員等の研修に関すること。

(4) 特別支援学校に関すること（他の課又は室の所管に属するものを除く。）。

(5) 熊本市就学支援委員会に関すること。

(1) 学校の学習指導及び進路指導に関すること。

(2) 学校の教育課程及び教科用図書その他の教材の取扱いに関すること。

(3) 教育評価に係る指導に関すること。

(4) その他学校教育の指導に関すること（他の課又は室の所管に属するものを除く。）。

(5) 熊本市教科用図書選定委員会に関すること。

(1) 学校保健及び学校安全に関すること。

(2) 学校体育及び食育の指導に関すること。

(3) 児童生徒及び教職員の健康管理に関すること。

(4) 学校給食の実施に関すること。

(5) 学校給食に係る施設及び諸設備の管理に関すること。

(6) 学校給食に係る業務に従事する職員の研修に関すること。

(7) 学校給食共同調理場に関すること。

(8) 学校保健及び学校給食に関わる諸団体に関すること。

(9) 熊本市学校給食調理等業務委託評価委員会に関すること。

(1) 人権教育に関する基本的な指導計画の立案及び調整に関すること。

(2) 人権教育に関する研究、指導及び助言に関すること。

(3) 人権教育に関する教材及び資料の収集及び研究に関すること。

(4) 同和問題に係る教育施策に関すること。

(5) その他人権教育に関すること。

(1) 学校教育及び社会教育に係る調査研究に関すること。

(2) 学校教育及び社会教育関係者の研修に関すること。

(3) 学校教育及び社会教育に係る研究資料、図書、視聴覚機器等の収集整備及び活用に関すること。

(4) 教職員研修の企画及び実施に関すること。

(1) 教育委員会の指定する学校において実施される学校給食の調理及び輸送等に関すること。
学校給食

共同調理場

総合支援課

教育相談室
（室）

　教育センター

熊本博物館

指　導　課

健康教育課

■学校教育部

教職員課

人権教育指導室

特別支援教育室
（室）

　■学校教育部
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平成２９年４月１日現在
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（１）一般会計当初予算	

 

　①平成２９年度一般会計当初予算

　②一般会計当初予算の推移
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（２）教育費当初予算

  

　①平成２９年度教育費当初予算

　②教育費当初予算の推移
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